
茨城県下妻市長　宛 令和 年 月 日提出 茨城県下妻市長　宛

令和 年 月分から 月分まで

符　号

人

人

人

人

人

人

人

○ 
(普Ａ、普Ｂなど)を記入してください。

○ 
特別徴収となります。

前職分を含んで年末調整していますか 個人別明細書の摘要欄に前職分給与の記載をしていますか

はい いいえ はい いいえ ※ 
に提出してください。

※ 普通徴収に切り替える場合、普通徴収切替理由書の提出および個人別明細書への符号の記入が必要です。

提出がない場合または該当する理由がない場合は、特別徴収となります。

※ 「前職分給与」欄に関して、前職分を含んでいる場合は個人別明細書の摘要欄に支払者名および金額を明記

願います。

1 ご利用いただける手続き（個人住民税分）

・ 給与支払報告書の提出 ・個人住民税（特別徴収のみ）の納入

・ 特別徴収に係る給与所得者異動届出

・ 普通徴収から特別徴収への切替届出 　※　記載する「人数」は、本市報告人員のみです。（他市区町村への報告人員は含みません。）

・ 特別徴収義務者の所在地・名称変更届出 　※　「普A」欄には、本市報告人数（内数）を記載してください。

○　普通徴収に切り替える受給者の個人別明細書の摘要欄に、必ず符号（普A～普F）を記載して
2 eLTAXのメリット 　　ください。

・ 郵送や窓口持参の手間がかかりません

・ 複数の市区町村に一括送信できます

※ 詳しい内容や手続きについては、eLTAXホームページ（http://www.eltax.jp/）

でご確認ください。

3 お問合せ先

eLTAXヘルプデスク

　０５７０－０８１４５９

　午前９時～午後５時（月曜日～金曜日）

切替理由の記載がない場合又は該当する理由がない場合、原則どおり、

給与支払報告書は、総括表・普通徴収切替理由書・個人別明細書を同時

普通徴収切替理由書の記載要領

○　普通徴収に切り替える受給者がいる場合は、必ず記載してください。

○　該当する切替理由（普A～普F）毎に人員を記載してください。

　※　切替理由（普A～普F）に該当しない受給者は、普通徴収に切り替えることはできません。

普Ｆ 退職者又は退職予定者(５月末日まで)及び休職者
茨
城
県
下
妻
市
提
出
用

(産休などの長期休職者を含む。４月１日現在で給与の支払を受けていない場合に限る)

普通徴収合計

普Ｄ 給与の支払が不定期(例：給与の支払が毎月でない)

普Ｅ 事業専従者(個人事業主のみ対象)

普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄にも該当する符号

普Ｂ 他の事業所で特別徴収
(乙欄適用者(扶養控除等申告書を提出しない者)などを含む)

普Ｃ 給与が少なく税額が引けない
(年間の給与収入が93万円以下の者を含む)

普　通　徴　収　切　替　理　由 人　数

普Ａ 総従業員数が２人以下
(下記「普Ｂ～普Ｆ」に該当する全ての(他市区町村分を含む)従業員数を差し引いた人数)

令和 5 年度（令和4年分）普通徴収切替理由書

指　　定　　番　　号

給与支払者の
氏名又は名称

令和 5 年度（令和4年分）給与支払報告書（総括表）
令和5年1月31日までに提出してください

指　　定　　番　　号

給与支払者の個人
番号又は法人番号

給与の支払期間

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ
事業種目

給 与 支 払 者 の
氏 名 又 は 名 称 受給者総人員

人

茨
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用

報告人員の合計
人

給 与 支 払 者 が
法人 であ る 場 合
の代表者の氏名

同上の所在地

　〒 普通徴収対象者
（退職者を除く）

人

必要　・　不要
　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

eLTAXによる市税の電子申告をぜひご利用ください

電 話

受 付 時 間

関 与 税 理 士 等 の
氏名及び電話番号

氏名
納入書の送付

前職分給与

所轄税務署名
税務署

連絡 者の氏 名、
所 属 課 、 係 名
及 び 電 話 番 号

　　　　　　　課　　　　　　　　　係
給与の支払い方法

及びその期日
氏名
（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

所得税の源泉徴収
をしている事務所
又は事業の名称

報

告

人

員

特別徴収対象者
人

普通徴収対象者
（退職者）

人ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ


